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第１ 趣旨 

この「平成 25 年度東京都食品衛生監視指導計画」（以下「監視指導計画」という。）は、我が

国最大の消費地である東京の地域特性を踏まえ、都が、食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号。

以下「食衛法」という。）及び関係法令に基づく監視指導等の事業を重点的、効果的かつ効率的

に実施するため、食衛法第24条第1項に基づき策定するものである※1。 

 

第２ 監視指導計画の実施期間 

平成25年4月1日から平成26年3月31日まで 

 

第３ 根拠法令 

食品衛生法（昭和22年法律第233 号） 

食品安全基本法（平成15 年法律第48号） 

と畜場法（昭和28年法律第114号） 

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成2年法律第70 号） 

牛海綿状脳症対策特別措置法（平成14 年法律第70号） 

化製場等に関する法律（昭和23年法律第140 号） 

農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和25年法律第175 号） 

米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（平成21年法律第26号） 

消費者安全法（平成21年法律第50号） 

食品製造業等取締条例（昭和28年東京都条例第111 号） 

東京都ふぐの取扱い規制条例（昭和61 年東京都条例第51号） 

東京都消費生活条例（平成6年東京都条例第110号） 

食品衛生法施行条例（平成12年東京都条例第40号） 

東京都食品安全条例（平成16年東京都条例第67号） 

健康増進法（平成14年法律第103 号） 

関係政省府令・規則 

 

第４ 監視指導の実施体制等 

１ 監視指導の実施機関 

福祉保健局健康安全部、健康安全研究センター、市場衛生検査所、芝浦食肉衛生検査所及び

各保健所は、原則として、それぞれ以下の役割分担を踏まえ、監視指導計画に基づく各事業を

実施する（別紙1）。 

(1) 福祉保健局健康安全部 

食品衛生に係る事業方針の企画及び事業実施に係る関係各機関との連絡調整を行う。 

(2) 健康安全研究センター 

都内全域の大規模食品製造施設（総合衛生管理製造過程承認施設※2を含む。）、問屋業及び

                                                   
1 地域保健法（昭和 22 年法律第 101 号）第 5 条第 1 項に基づき保健所を設置する特別区、八王子市及び町田市については、法

第 24 条第 1 項に基づき、それぞれ独自に食品衛生監視指導計画を策定している。 
2 食品の製造・加工の方法について、HACCP（ハサップ）システムを法的に位置づけた制度。この制度では、営業者が HACCP シ

ステムの考え方に基づいて自ら設定した食品の製造・加工の方法及びその衛生管理の方法について国に申請する。国では、実

地調査等を行い、承認基準に適合することが確認されれば、厚生労働大臣により承認される。 
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輸入業等を対象として、広域流通食品や輸入食品等に対する専門監視を実施する。また、食

品衛生に係る普及啓発事業を企画し、実施する。 

(3) 市場衛生検査所 

特別区内に存する中央卸売市場（水産市場及び青果市場）及び地方卸売市場内の施設を対

象とした流通拠点監視並びに同市場内で実施した収去等に係る検査を実施する。 

(4) 芝浦食肉衛生検査所 

中央卸売市場（食肉市場）内の施設を対象とした流通拠点監視及び同市場内で実施した収

去等に係る検査を実施する。また、と畜場におけるTSE※3検査等のと畜検査を実施する。 

(5) 保健所 

特別区、八王子市及び町田市（以下「区市」という。）を除く地域において、営業許可及

び食中毒等（有症苦情を含む。）に係る調査を行う。また、(2)において対象としていない食

品関係営業施設等に対する監視指導を行う。 

(6) 健康安全研究センター（各研究科） 

都内の食品関係営業施設等から収去した食品等について、微生物、食品添加物、残留農薬

等の検査を実施する（ただし、(3)及び(4)において独自に実施するものを除く。）。食中毒調

査における検査を実施する。 

また、食品衛生に関する検査法についての研究開発を行う。 

 

２ 連携体制の確保 

食品等の多くは広域に流通しているとともに、都内には首都圏を始め様々な地域から人々が

訪れていることから、食中毒等の食品事故が発生した際、その影響は複数の自治体に及ぶこと

になる。 

都は、事故発生時の調査、危害の未然防止等を円滑に進めるため、以下のとおり関係機関と

連携協力する。 

(1) 厚生労働省、消費者庁及び道府県等の食品衛生担当部局との連携 

ア 厚生労働省 

平常時から連絡及び連携体制を確保し、大規模若しくは広域的な食中毒発生時又は広域

流通食品や輸入食品等に係る違反処理等においては、連携して適切な対応を図る。 

また、総合衛生管理製造過程承認施設に対する監視指導については、厚生労働省関東信

越厚生局及び関係する区市と連携して実施する。 

イ 消費者庁 

消費者安全法に基づき、食品等に係る重大事故等、消費者事故等が発生した旨の情報を

得たときは、速やかに、消費者庁へ通知を行う。 

また、食品表示に係る監視指導において、平常時から連絡及び連携体制を確保するとと

もに、必要に応じて連携して適切な対応を図る。 

ウ 道府県等 

食中毒や食品等に係る違反処理等については、道府県及び都域外の保健所設置市と連携

                                                   
3 伝達性海綿状脳症（Transmissible Spongiform Encephalopathy）。脳に特徴的な海綿状変性が認められる疾病の総称。感染型プ

リオン（異常プリオン）が原因と考えられている。TSE には牛のBSE（牛海綿状脳症：Bovine Spongiform Encephalopathy）、羊や山羊

のスクレイピーなどがある。 
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して適切な対応を図る。 

また、全国食品衛生主管課長連絡協議会※4等により、平常時から情報の共有、連携体制

の確保等を図る。特に近隣自治体とは、首都圏食品衛生担当課長食中毒防止連絡会※5等に

より、緊密な連絡及び連携体制を確保する。 

(2) 特別区、八王子市及び町田市の食品衛生担当部局との連携 

ア 連携体制の確保 

保健衛生事務事業に係る都区協定（以下「都区協定」という。）並びに保健衛生事務事

業に係る東京都・八王子市協定及び保健衛生事務事業に係る東京都・町田市都市協定※6（以

下「都市協定」という。）に基づき、連携体制を確保し、食中毒や食品等に係る違反処理

等について、適切な対応を図る。 

また、特別区保健所生活衛生課長会※7等により、平常時から緊密な情報共有、連絡及び

連携体制を確保する。 

イ 一斉監視事業 

都区協定及び都市協定に基づき都が立案する一斉監視等の事業を、都と区市とが連携し

て実施する。 

ウ 総合衛生管理製造過程承認施設監視指導への対応（再掲） 

総合衛生管理製造過程承認施設に対する監視指導については、厚生労働省関東信越厚生

局及び関係する区市と連携して実施する。 

 (3) その他の関係機関との連携 

ア 庁内連携 

庁内の関係部局（福祉保健局、生活文化局、環境局、産業労働局、中央卸売市場等）と

は、食品安全対策推進調整会議※8、健康食品対策推進連絡会※9等を通じて、平常時から緊

密な情報共有、連絡体制を確保し、緊急時においても確実な連携体制を構築する。 

また、生産段階における食品安全対策や食品の表示等については、必要に応じ、該当す

る部局等と連携して対応する。 

イ 農林水産省及び警視庁 

農林水産省関東農政局東京地域センター及び警視庁とは、東京都食品表示監視協議会※10

                                                   
4 全国の自治体が連携し、食品衛生行政を円滑に執行することを目的とした協議会。都道府県、保健所設置市及び特別区の食

品衛生主管課長から構成される。 
5 食中毒の発生を未然防止するとともに、発生時の被害を最小限に止めるため、経済活動、人的交流等の点で密接な関係にある

首都圏自治体（5 都県、これら都県内の保健所設置市及び特別区）間の情報交換及び連携を促進するために設置された。 
6 食品衛生法に基づく食品や事業施設の監視指導については、都は多摩地区（八王子市及び町田市を除く。）及び島しょ地域を

担当し、区市はそれぞれの区域を担当することとなっている。一方、食品流通の広域化が進む中で、都、区市が個々に担当地域

を監視するだけでは、事故等の未然防止・拡大防止が適切に図れないおそれがある。このため、都と区市が協力し、広域に流通

する食品等の効率的な監視指導を実施するため、都区協定及び都市協定に基づき「広域監視実施要領」を定め、都内全域にお

ける広域的な監視指導に係る役割分担を定めている。 
7 特別区の保健所生活衛生担当課長相互の連絡調整等を図り、特別区の広域的行政に寄与することを目的としている。 
8 食品の安全確保に関する施策を総合的・計画的に推進するため、関係各局間の協議機関として設置。福祉保健局、生活文化

局、環境局、産業労働局、中央卸売市場の 5 局で構成され、施策の推進に関する事項や各局の相互連携に関する事項、あるい

は、食品の安全確保に関する情報交換、連絡調整に関する事項などの協議を所管している。 
9 健康にかかわる危害の未然防止のため、関係する部局間の調整・連携を行い、健康食品に関連する施策を総合的に推進する

ことを目的として平成 8 年に設置された。連絡会では、健康食品に関する調査、情報交換、協議及び連絡調整並びに都民に対す

る普及啓発及び事業者に対する指導を行う。 
10 「生活安心プロジェクト 緊急に講ずる具体的な施策」（生活安心プロジェクト）に関する閣僚会議了承（平成 19 年 12 月 17 日）

を踏まえて、不適切な食品表示に関する監視を強化するため、平成 20 年 4 月に都道府県単位において「食品表示監視協議会」

を設置し、食品表示に関する行政機関の連絡協議体制を整備した。「東京都食品表示監視協議会」は、東京地域センター、独立
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の定期的な開催により、平常時から緊密な情報共有、連絡及び連携体制を確保する。 

また、農林水産省関東農政局東京地域センターとは、農林物資の規格化及び品質表示の

適正化に関する法律（以下「JAS 法」という。）及び米穀等の取引等に係る情報の記録及び

産地情報の伝達に関する法律（以下「米トレーサビリティー法」という。）に係る事案に

おいて、必要に応じて合同調査を実施するなど、連携して対応する。警視庁とは、特に悪

質な違反事案において、連携して対応する。 

 

３ 試験検査体制の整備 

(1) 信頼性の確保 

食品衛生検査施設（健康安全研究センター、市場衛生検査所及び芝浦食肉衛生検査所をい

う。）における正確な検査の実施のため、食衛法第29 条第3項に基づき、信頼性確保部門（健

康安全研究センター精度管理室）による内部点検の定期的な実施や、外部精度管理調査の受

検、妥当性評価の実施※11等により、試験検査に関する事務の管理を適切に行う。 

(2) 検査法の研究開発 

健康安全研究センターにおいて、食品等の安全性に係る検査を幅広く行い、科学的な監視

指導に資するため、微生物、食品添加物、残留農薬等について、検査法の新規開発及び既存

の検査法の改良を行う。 

(3) 検査技術の維持及び向上 

食品衛生検査施設に所属し検査に従事する職員を対象として、技術懇話会（特定分野の専

門家による講義）、スキルアップ研修（外部研修会等への派遣）等の技術研修を実施する。 

 

４ 食品衛生監視員等の育成 

食品衛生監視員、と畜検査員及び食鳥検査員等関係職員の育成及び資質の向上を図るため、

食品衛生に係る最新技術情報や国際動向等をテーマとした食品技術講習会、実務研修等の専門

研修、実務経験に応じた食品衛生監視研修等（対象：都及び区市職員等）を実施するとともに、

各種研修会等への派遣を行う。 

 

５ 附属機関による調査審議 

食品の安全に係る施策を的確に推進するため、東京都食品安全条例に基づき、以下の附属機

関による調査審議を行う。 

(1) 食品安全審議会 

都における食品の安全確保に関する施策について、都民（公募）、事業者及び学識経験者

から構成される食品安全審議会において調査審議を行う。 

(2) 食品安全情報評価委員会 

食品等の安全を確保するため、都民（公募）、学識経験者から構成される食品安全情報評

価委員会において各種情報の収集、分析及び評価等を行う。 

 

                                                                                                                                                                         
行政法人農林水産消費安全技術センター、警視庁、生活文化局（消費生活総合センター、景品表示法担当部局）、福祉保健局

（JAS 法担当部局、食品衛生法担当部局）から構成される。 
11 食品中に残留する農薬、飼料添加物及び動物用医薬品の濃度が食品の規格に適合しているか否かを判定するための試験法

について、精度等を確認し、その試験法が妥当であるかを評価することをいう。 
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第５ 監視指導の実施内容 

食品の安全確保については、食品安全基本法に規定されているとおり、食品等の生産、製造、

加工、輸入、販売等に携わる食品等事業者※12が、第一義的責任を有している。 

都は、食品等事業者に対し、事業者がその責務を果たし、安全な食品等を供給するため、監視

指導を実施する。 

１ 監視指導の実施に関する基本方針 

都は、以下のとおり、食衛法等に基づき、都内に流通する食品等及び食品等事業者に対する

監視指導を実施する。 

(1) 立入検査 

ア 監視指導事項 

食衛法等で定められた規格又は基準等について確認し、その遵守の徹底を指導する。 

また、食品群ごとに、食品供給の行程（フードチェーン）の各段階に応じて重点監視項

目を定めた「食品供給行程等の各段階における監視指導項目」（別紙2）を踏まえ、監視指

導を実施する。 

イ 実施計画 

過去の食中毒の発生状況、違反又は苦情の発生履歴、取扱食品の特性等を踏まえ、別紙

3の実施計画に基づき食品等事業者の施設に対する立入検査を実施する。 

特に、食中毒を発生させた施設に対しては、発生後1年の間に12回以上の立入検査を、

違反食品の製造施設に対しては、違反確認後1年の間に4回以上、苦情発生の原因施設に

対しては、苦情発生後1年の間に3回以上、それぞれ立入検査を実施する。 

(2) 食品等の検査 

不適切な食品等を排除し、食品等の安全を確保するため、過去の違反等発見状況、食品の

特性、食衛法に基づく規格基準の整備状況等を踏まえ、別紙4の実施計画に基づき収去検査
※13等を実施する。 

(3) 食衛法違反等への対応 

ア 立入検査又は収去検査により発見した法違反への対応 

(ｱ) 違反発見時の対応 

立入検査により法違反を発見した場合は、直ちに改善を指導する。 

なお、違反が軽微であって直ちに改善が図られるもの以外の法違反については、原則

として、衛生指導注意票等により改善指導を行い、改善が確認されるまで繰り返し立入

検査を行う。 

収去検査により法違反を発見した場合は、当該法違反の食品等を収去した食品等事業

者に対して、当該食品等が販売の用に供され、又は営業上使用されないよう指導を行い、

必要に応じて厚生労働省や消費者庁、関係自治体と連携して、廃棄や回収等の措置を講

じ、迅速に市場から排除する。当該法違反の食品等の製造所、輸入者等が区市又は道府

県等にあるときは、管轄の自治体に対して、速やかに通報する。 

                                                   
12 食品若しくは添加物を採取し、製造し、輸入し、加工し、調理し、貯蔵し、運搬し、若しくは販売すること若しくは器具若しくは容

器包装を製造し、輸入し、若しくは販売することを営む人若しくは法人又は学校、病院その他の施設において継続的に不特定若

しくは多数の者に食品を供与する人若しくは法人をいう。 
13 法第 28 条第 1 項に基づいて実施する食品等の検査をいう。都知事が必要と認めたときに、食品関係営業者から、試験に必要

な量の食品等を無償で収去させることができる。 
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これらの法違反への対応においては、必要に応じて法第 28 条に基づき、食品等事業

者から文書により報告を徴収するほか、食品等事業者の改善措置状況の確認及び記録を

適切に行い、確実な改善を図る。また、必要に応じて法第54 条、第55 条又は第56 条

に基づく処分を行う。さらに、特に悪質な事例については、告発を行う。 

(ｲ) 公表 

法第 63 条に基づき、法又は法に基づく処分に違反した者の名称、対象食品、対象施

設等の情報を福祉保健局健康安全部食品監視課ホームページへの掲載等により公表し、

食品衛生上の危害の状況を明らかにする。また、関係法令に基づき、厚生労働省及び消

費者庁に対し必要な通知を行う。 

イ 都民等から寄せられる苦情への対応 

食品の安全性に係る事案として都民等から寄せられた異物混入、カビ発生等の苦情、表

示に関する疑義等の情報については、必要に応じて現地確認や関係自治体等の関係機関へ

の回付を速やかに行い、アに準じて対応する。 

ウ 食品等事業者による自主回収への対応 

食品等事業者自らが食品等の回収を行う場合には、東京都食品安全条例に基づく自主回

収報告制度による報告の徴収等により、事業者による自主回収情報を的確に把握し、回収

状況を確認する。 

 

２ 重点的に監視指導を実施する事項 

東京の地域特性、食中毒及び違反の発生状況等を踏まえ、以下の四つの事項について、特に

重点的な監視指導を実施する。 

  ◆ 重 点 事 業 

■輸入食品等の検査 【収去検査 45,000 件】 
・都内流通状況、海外情報等を踏まえ、効率的に検査を実施 

（残留農薬、指定外添加物、遺伝子組換え食品等） 

・新たな検査法の研究開発 

■輸入事業者の自主管理の推進 
・輸入事業者の実情に応じた自主管理の支援 

・輸入食品関係事業者衛生講習会の実施 

Ⅱ  輸 入 食 品 対 策 

Ⅲ  食 品 表 示 対 策 

■食品関係事業者に対する監視指導【表示監視 166,000 件】 
・期限の設定方法、アレルギー表示等に関する監視指導 

■食品の適正表示推進者等の育成 
・関係法令の所管部署が連携し、最新の法令情報等について講習会で周知することで

適正な食品表示を推進する核となる人材を育成 

Ⅰ 食 中 毒 対 策 

■ノロウイルス食中毒対策【立入検査 2,500 件】 
・過去の発生状況から、監視時期、対象施設を重点化 

・従事者等の保菌状況調査を実施 

・最新の知見を踏まえた指導啓発 

■食肉の生食、加熱不足に伴う食中毒対策【立入検査 1,200 件】 
・規格基準の遵守状況についての監視指導 

・食肉を不適切な方法で提供する飲食店等の監視指導 

・消費者に対し、食肉の生食のリスクについて普及啓発 

■その他の対策 
・寄生虫や自然毒等による食中毒予防のため、事業者・消費者に対して指導啓発 

 

■都内流通食品の検査【放射性物質検査 1,100 検体】 
・都民が日常的に摂取する食品及び子供が継続的に摂取する食品を中心に実施 

■都内と畜牛肉の放射性物質検査 
・芝浦と畜牛全頭のスクリーニング検査（中央卸売市場等と連携） 

食 品 中 の 

放 射 性 物 質 対 策 
Ⅳ 
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(1) 食中毒対策 

平成 24 年に、都内で発生した食中毒は 142 件であった。病因物質別の発生件数は、ノロ

ウイルス食中毒が59件、カンピロバクター食中毒が42件であり、昨年に引き続きこれらが

上位2位を占め、全国の発生状況においても同様の傾向が見られる。 

都は、食品による健康危害を未然に防止するため、以下の事項を中心として食中毒対策を

実施する。 

ア ノロウイルスによる食中毒対策 

平成24年度は、全国でノロウイルスによる感染性胃腸炎が大流行し、他県では仕出し弁

当を原因として、患者数が1,000人を超える大規模食中毒が発生する等、全国でノロウイ

ルス食中毒が多発した。 

食中毒が発生した場合に大規模化しやすい弁当調理施設・旅館・ホテル等の大量調理施

設や宴会施設のほか、発症した場合に重症化するおそれのある高齢者・子供等が利用する

社会福祉施設等を中心に、発生状況に応じた監視指導を延べ2,500件行い、施設及び食品

等の適切な取扱いや、自主的な衛生管理の導入について重点的に指導する。また、本年度

から実施する保菌者検索事業により、保菌者の発生動向を踏まえた調理従事者の健康管理

について啓発を図る。 

また、都民、食品等事業者に対して、最新の知見や感染性胃腸炎の発生状況を踏まえた

普及啓発を行い、食中毒発生の未然防止を図る。 

イ 食肉の生食等による食中毒対策 

近年、食肉の生食等による腸管出血性大腸菌やカンピロバクター食中毒が多発している。

平成 23 年には、飲食チェーン店で発生した腸管出血性大腸菌食中毒により、死亡者や多

数の重症者が発生したことから、同年 10 月、国は牛肉について生食用食肉の規格基準を

制定するとともに、平成24年7月には牛の肝臓の生食での提供を禁止した。 

食肉等による食中毒の原因物質であるカンピロバクター、腸管出血性大腸菌及びサルモ

ネラに対しては、加熱による殺菌が有効であるため、調理時に食肉を中心部まで十分加熱

することが効果的な食中毒対策となる。 

このため、飲食店、販売店、食肉処理業等を対象として、食肉を生食等、不適切な方法

で取り扱うことがないよう監視指導を延べ1,200件行う。生食用牛肉及び生食用の馬肉及

び馬肝臓については、規格基準や衛生基準、表示基準の遵守を指導する。また、牛の肝臓

や鶏肉、豚肉等については、生食用としてではなく、十分に加熱して提供するように指導

する。 

ウ その他の食中毒対策 

都内では、ここ数年、魚介類の生食が原因と推定されるアニサキスやクドアによる食中

毒の発生が増加傾向にある。また、馬肉についても、寄生虫（サルコシスティス）が食中

毒の原因となることが明らかになった。そこで、これらの寄生虫を原因とする食中毒対策

について、食品等事業者に対して指導を実施するとともに、消費者に対しても、講習会等

で普及啓発を図る。 

あわせて、フグ等の有毒魚や毒キノコ等の自然毒による食中毒防止についても普及啓発

を図る。 

エ 保菌者検索事業の実施 
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腸管出血性大腸菌及びサルモネラによる食中毒を未然に防止し、また、これらによる散

発型集団発生食中毒※14の早期発見や発生原因の究明のため、保菌者のサーベイランスを実

施し、その結果に応じて必要な措置を講ずる。また、冬期に多発するノロウイルス食中毒

対策として、保菌者の発生動向を把握し、食品等事業者に対する効果的な注意喚起等への

活用を図る。 

オ 食中毒等健康危機管理の着実な実施 

医師からの届出、都民から寄せられる情報、食品等事業者からの情報等をもとに、食中

毒が疑われる事例を探知した際、又は食品による深刻な健康影響が懸念される事例を探知

した際には、保健所等の関係機関が適宜連携して調査を行い、発生原因の究明を行う。調

査の結果に応じ、法令等に基づき被害の拡大防止措置を講じるとともに、再発防止の指導

を行う。 

また、平常時から、首都圏食品衛生担当課長食中毒防止連絡会や食品安全対策推進調整

会議等を通じて、近隣自治体や庁内関係機関との連絡及び連携体制を確保する。 

さらに、大規模食中毒等の発生を想定した研修等を実施し、食品衛生監視員の食中毒発

生時の対応能力の向上を図る。 

 

(2) 輸入食品対策 

我が国の食料自給率はカロリーベースで39％（平成23 年度）であり、国内で消費される

食料の多くを様々な国からの輸入に依存している。 

都は、輸入食品の流通の中枢であるという地域特性を踏まえ、以下の事項を中心とした対

策及び輸入食品45,000 件の検査を実施し、輸入食品の安全を確保する。 

ア 輸入農畜水産物の残留農薬等検査 

輸出国における農薬等の使用状況は、法規制、気候・風土等の違いにより国内と異なる

場合がある。これら輸出国における事情及び検疫所において発見された違反事例等を勘案

し、輸入農畜水産物について、残留農薬及び動物用医薬品の検査を行う。 

イ 遺伝子組換え食品に係る監視指導 

遺伝子組換え作物である可能性のある大豆やトウモロコシ等の輸入農産物及びこれら

を原料とした加工食品の分別生産流通管理（IP ハンドリング）の適切な実施について監視

指導するとともに、安全性未審査の遺伝子組換え作物の混入や遺伝子組換え食品に係る表

示の不備等がないよう、検査を実施する。 

ウ 食品添加物に係る検査 

輸出国における食品添加物の使用状況は、法規制等の違いにより国内と異なる場合があ

る。このため、輸出国における食品添加物の規制状況、検疫所において発見された違反事

例等を踏まえ、輸入加工食品について、指定外添加物を含む食品添加物の検査を行う。 

エ 輸入農産物等の放射性物質検査 

昭和 61 年 4 月、旧ソ連チェルノブイリ原子力発電所の事故により、ヨーロッパを中心

に自然環境や食品等が放射性物質に汚染された。これまでもたびたび規制値を超える輸入

                                                   
14 感染力が強く、少量で感染するなどの特徴を持った食中毒細菌等に汚染された食品が広域に流通する場合、流通先において

当該食品を食べた人のみが発症するため、患者の分布が広域かつ散発的になる。原因食品の究明に際しては、自治体の所管区

域を越えた情報交換、連携等が必要になる。 
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食品が発見されていることから、輸入農産物を中心に放射性物質の検査を実施する。 

オ 器具、容器包装、おもちゃの検査 

輸入された器具、容器包装及びおもちゃについて、主として規格検査を行う。 

カ 輸入事業者の自主管理の推進 

輸入事業者に対して立入検査を行い、輸出国等における食品等の衛生的な取扱いや従業

員の衛生教育、衛生管理の体制等の自主管理状況を点検し、その取組状況に応じた指導を

行うことで、輸入事業者の自主管理水準の向上を図る。 

キ 輸入食品関係事業者衛生講習会 

輸入食品の違反事例、法令改正の最新情報等を提供するとともに、法令に基づく制度に

ついての再教育を実施するなど、輸入事業者の資質の維持向上を図る。 

ク 検査法の研究開発 

 輸出国で使用されている農薬や動物用医薬品等について検査法の研究開発を行い、輸入

食品の検査体制を拡充する。 

 

(3) 食品表示対策 

近年、食品の原産国表示や期限表示の偽装など、都民の食品表示に対する信頼を低下させ

る事例が後を絶たない。また、期限表示、アレルギー表示等の誤りが判明し、事業者が自主

回収に着手する事例も頻発している。 

都は、食品表示が都民の食品選択における重要な情報源であることを踏まえ、都内に流通

する食品の表示適正化を図るため、以下の事項を中心として食品表示対策を実施する。 

なお、食品表示制度の一元化に向け、法令改正が行われた場合は、関係団体等へその周知

を行う。 

ア 食品製造業者に対する監視指導 

食品製造業者に対し、食衛法、JAS 法及び米トレーサビリティー法等に基づく表示事項

等について、延べ16,000 件の監視指導を行い、適正な表示の実施を徹底させる。 

特に、期限表示や産地表示等に関する偽装等の不正行為に係る監視、消費期限又は賞味

期限の設定方法、食品添加物表示、アレルギー表示等に関する指導を、検査も取り入れな

がら重点的に実施する。 

イ 食品流通業者、食品販売業者等に対する監視指導 

食品流通業者、食品販売業者等に対し、食衛法、JAS 法及び米トレーサビリティー法等

に基づく表示事項について、延べ150,000 件の監視指導を行い、適正な表示の実施を徹底

させる。 

特に、期限表示や産地表示等に関する偽装等の不正行為に係る監視、食品添加物表示、

アレルギー表示等に関する指導を、検査も取り入れながら重点的に実施する。 

ウ 食品の適正表示推進者等育成事業 

食品等を取り扱う事業施設において適正な食品表示を推進する核となる人材を育成す

るため、食品の適正表示推進者育成講習会及び同講習会受講済みの者を対象としたフォ

ローアップ講習会を計3回実施する。 

これらの講習会では、食衛法、JAS 法、健康増進法、不当景品類及び不当表示防止法、

米トレーサビリティー法及び東京都消費生活条例に基づく都内に流通する調理冷凍食品
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の原料原産地表示制度等に基づき、適正な食品表示の推進を図る。 

(4) 食品中の放射性物質対策 

東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故に伴う食品中の放射性物質に対して、平

成24 年 4 月 1 日、長期的な観点から、乳幼児をはじめ全ての世代に配慮した新たな基準値

が施行された。事故発生から2年が経過した現在でも、食品中の放射性物質に対する消費者

の関心は依然として高いことから、都民の食の安全・安心を確保するため、以下を中心とし

て食品中の放射性物質対策を実施し、基準値を超える放射性物質を検出した食品については、

廃棄や回収等の措置を講じ、迅速に市場から排除する。また、国や関係自治体等による放射

性物質の検査結果等に留意し、状況の変化に応じて適切に対応する。 

ア 都内流通食品の放射性物質検査 

都内の小売店に流通している食品のうち、都民の摂取量を勘案し、都民が日常的に摂取

する食品や子供が継続的に摂取する食品を中心にモニタリング検査を実施する。 

イ 都内と畜牛肉の放射性物質検査 

芝浦と場でと畜される牛の全頭について、牛肉の放射性物質スクリーニング検査※15を実

施する。スクリーニング検査の結果、一定以上の放射性物質が検出された検体については

確定検査※16を実施する。 

なお、都内で生産される農畜水産物については、検査を実施する産業労働局と引き続き連

携しながら対応していく。 

 

３ 一斉監視事業 

食中毒等の食品事故が発生しやすい夏期及び食品等の流通量が増加する歳末においては、厚

生労働省及び消費者庁が示す方針を踏まえ、立入検査及び収去検査を中心に、区市と連携して、

監視指導を重点的に実施する。 

また、食品衛生に係る問題が発生し、必要性が認められる場合は、夏期又は歳末に関わらず

一斉監視事業を随時実施し、特定の事項を対象とした取締りを行う。 

 

４ その他の事業 

(1) 「スポーツ祭東京2013」に係る監視指導 

平成25 年度は、「スポーツ祭東京2013」（第68 回国民体育大会・第13 回全国障害者スポー

ツ大会）が都内各地で開催され、全国各地から選手や監督等関係者の来都が見込まれている。 

ついては、大会期間中における食中毒等の発生を未然に防止するため、関係者や観客等による

利用が見込まれる弁当調製施設、宿泊施設及び大会会場内の食品関係施設等に対し、都区市が連

携協力し、計画的に監視指導を実施する。 

(2) 健康食品対策 

健康食品による危害の未然防止・拡大防止のため、健康食品の製造業に対する立入検査や

店頭及びインターネット等を通じて販売されている市販品の試買調査を行う。また、関連法

令を所管する部署と連携して、健康食品取扱事業者講習会を実施し、健康食品の表示、広告、

販売方法等の適正化を図る。 

                                                   
15 中央卸売市場と連携し、少量の検体で短時間に多くの検体を測定することができるオートガンマカウンターにより実施する。 
16 ゲルマニウム半導体検出器により実施する。 
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都民に対しては、ホームページやパンフレット等を活用し、健康食品を適切に利用するた

めの普及啓発を行う。 

(3) 食品汚染調査 

環境汚染物質であり食品への移行や残留が確認されている水銀、PCB、有機スズ化合物

（TBTO、TPT）等について、魚介類を中心に汚染実態調査を実施する。 

(4) 食品の製造段階等におけるアレルギー対策の推進 

総合的な食物アレルギー対策の一環として、食品の製造段階において、使用原材料の点検

及び確認の徹底を指導するほか、検査等の手段を活用し、意図しないアレルギー物質の混入

防止を図る。また、アレルギー対応食を導入している乳幼児施設、学校等給食施設について、

必要な助言、指導を行う。 

(5) 食品安全に係る調査研究等 

社会状況の変化を踏まえ、食品安全の観点から、行政上必要と考えられる課題について、

先行的に実態調査や研究等を実施する。 

 

第６ 食品等事業者による自主的衛生管理の推進 

１ 自主管理推進指導 

食品等事業者が自ら行う衛生管理について、講習会や監視指導等を通じて普及を図る。また、

監視指導を行う際に、食品等事業者の衛生管理レベルに応じて自主点検表の作成やチェックの

方法等について指導するなど自主管理の推進を図る。 

 

２ 東京都食品衛生自主管理認証制度※17 

制度で対象としている全ての法令許可業種及び給食供給施設について、更なる認証取得施設

の拡大を図る。 

また、取得を目指す食品等事業者を支援するため、衛生管理マニュアル作成セミナーを定期

的に開催する。さらに、適正な審査の実施のため、審査事業者に対して、スキルアップ講習会

等の技術的支援を行う。 

その他、認証マークや認証取得シールの活用を推進し、都民に対しては、リーフレットやホー

ムページ等により、積極的に制度の周知を図る。 

 

３ 人材育成 

飲食店営業、各種製造業等の業種別講習会、輸入事業者を対象に輸入食品関係事業者衛生講

習会（再掲）及び健康食品を取り扱う事業者を対象に健康食品取扱事業者講習会（再掲）を開

催し、それぞれの業種に関連したトピックスの提供、法令に基づく制度についての再教育及び

事業者のコンプライアンス意識の向上を図る。 

また、食品等を取り扱う事業施設において適正な食品表示を推進する核となる人材を育成す

る食品の適正表示推進者等育成事業（再掲）等を実施する。 

これらの取組により、食品等事業者及び食品衛生責任者の資質の維持向上を図る。 

 

                                                   
17 食品関係施設における自主的な衛生管理の取組を、都が指定する民間の審査機関が認証する制度。各施設で行われている

衛生管理が、都の定める基準を満たしていると認められる施設を食品等事業者からの申請により認証し、そのことを広く都民に公

表することによって、食品関係施設全体の衛生水準の向上を図ることを目的としている。 
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４ 食品衛生推進員 

食品等事業者の衛生管理の向上に関する自主的な活動を促進するため、食品衛生推進員の活

動を支援することにより、地域の食品衛生の向上を図る。 

 

第７ 都民への食品安全に係る情報提供 

食品安全基本法において、消費者は、食品の安全性の確保に関する知識と理解を深めるととも

に、食品の安全性の確保に関する施策に意見を表明するよう努めるなど、食品の安全性確保に積

極的な役割を果たすことが期待されている。 

都は、都民に対し、その期待されている役割を果たすために必要な情報等を、以下の施策によ

り提供する。 

１ 普及啓発 

食の安全に関する普及啓発を、対象者に応じた手法を用いて実施する。 

(1) ホームページによる情報提供 

都の施策、家庭における食中毒の予防方法、表示に関する知識、健康食品に関する安全情

報、食品の苦情事例の紹介、食品中の放射性物質の検査結果等、最新の食品安全情報や都民

の自主的な学習に資する教材を分かりやすく提供する。 

また、これまでに東京都が蓄積した食品衛生に関する統計のデータをデータベース化し、

広く都民に提供する。 

(2) パンフレット等による情報提供 

パンフレット、ポスター、広報誌等を活用し、食品の安全に関する情報を提供する。 

(3) 講習会等による情報提供 

講習会、意見交換会等を開催し、食品の安全に関する知識の普及を図る。 

 

２ 食品等の事故に関する発表及び公表 

(1) 食品等の事故に関する報道発表 

大規模食中毒等が発生した場合、重大な法違反が発見された場合及び都民への緊急的な注

意喚起が必要となった場合は、事故の詳細を迅速に報道発表し、都民への情報提供を行う。 

(2) ホームページによる公表 

(1)の報道発表の内容、法違反として不利益処分等を実施した場合の内容、自主回収報告

制度※18に基づく報告の内容等をホームページで公表し、都民への情報提供を行う。 

 

３ 食品衛生に係る事業の実施結果の公表 

(1) 平成24年度監視指導計画の実施結果概要 

平成 24 年度中に都が実施した施設への立入検査、食品等の収去検査等の結果について、

速報値を平成25年6月までに概要として取りまとめ、公表する。 

(2) 平成24年度に実施した各事業の結果 

平成24 年度中に都が実施した各事業の実施結果について、「食品衛生関係事業報告」等と

                                                   
18 食品等の生産者、製造者、輸入者などが健康への悪影響を未然に防止する観点から、食品等を自主回収する場合に都への

報告を義務付ける制度。都では、報告された内容をホームページに掲載し、都民への情報提供を行っている。 
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して確定値を取りまとめ、公表する。 

(3) 夏期及び歳末における一斉監視指導の実施結果概要 

夏期及び歳末において重点的に実施する立入検査及び収去検査の結果を速やかに取りま

とめ、速報値を公表する。 

 

４ 食の安全に関する食育の推進 

東京都食品安全推進計画（平成 22 年 2 月改定）に基づき、食品の安全に関する普及啓発や

情報提供、食品関連事業者の自主管理を推進する人材の育成等を実施し、東京都食育推進計画

（平成23年7月改正）における食に関する情報や人材等を活用する取組の推進に寄与する。 
 
第８  食品安全に係る関係者相互間の意見交換（リスクコミュニケーション） 

食品の安全に関する様々なテーマについて、都民、食品等事業者、行政担当者が意見交換等を

行う「食の安全都民フォーラム※19」や、公募した都民がグループ活動等を主体的に行う「食の安

全調査隊」等を実施し、リスクコミュニケーションの充実を図る。 

 
第９  各実施機関別監視指導計画 

都保健所、健康安全研究センター、市場衛生検査所及び芝浦食肉衛生検査所は、監視指導計画

に基づき、各機関の事業計画を策定する。 

                                                   
19食の安全に対する不安、不信等が増加していた状況を踏まえて、平成 15 年度から、都民・食品等事業者・行政担当者が情報及

び意見を交換する場として開催している。 
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東京都の食品衛生に係る監視指導組織 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

別紙１ 

厚生労働省 

23 特別区※ 八王子市※ 町田市※ 

各保健所 保健所 保健所 

○ 地域保健法に基づき保健所を設置 
 
○ 営業許可、食中毒等に係る調査及び食品

関係営業施設等に対する監視指導 等 
 
○ 都は、広域的に流通する食品等による 

危害を防止するため、特別区、八王子市 
及び町田市と協力して広域監視を実施 食品衛生に係る事業方針の企画及び 

事業実施に係る関係機関との連絡調整 

都内全域の大規模食品製造施設（総合衛生管理製造過程承認施設を含む。）、問屋

業及び輸入業等を対象とした広域流通食品や輸入食品等に対する専門監視及び多摩地

域の卸売市場における流通拠点監視 

築地市場等特別区内の卸売市場（水産市場、青果市場及び食肉市場）における流通

拠点監視及びと畜場（八王子市を除く。）におけると畜検査 

特別区、八王子市及び町田市を除く地

域における営業許可、食中毒等に係る調

査及び健康安全研究センターにおいて対

象としていない食品関係営業施設等に対

する監視指導 

輸入食品監視指導計画を策定 

 

【連絡調整を行う組織】 
 

福祉保健局健康安全部 

食品監視課 

 

新島支所 

神津島支所 三宅出張所 

八丈出張所 

小笠原出張所 

大島出張所 島しょ保健所 

※各自治体が食品衛生監視指導計画を策定 

― 東京都 ― 

【広域的な監視指導を行う組織】 

健康安全研究センター広域監視部 

【流通拠点の監視指導を行う組織】 

■市場衛生検査所（特別区内の卸売市場における監視指導） 

■芝浦食肉衛生検査所（と畜場及び食肉市場における監視指導） 

【地域的な監視指導を行う組織】 

保健所 

連携 

連携・協力 

東京都の保健所配置図 

西多摩保健所

南多摩保健所
多摩府中
保健所

多摩立川保健所
多摩小平保健所

西多摩保健所

南多摩保健所
多摩府中
保健所

多摩立川保健所
多摩小平保健所
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食品供給行程等の各段階における監視指導項目 

 

１ 食品群別の監視指導項目 

以下に掲げる食品群の区分ごとに、「製造及び加工」及び「貯蔵、運搬、調理及び販売」の各

段階の区分に応じて、重点を置いて監視指導を実施する。 

注【 】内は主な対象業種を示す。 

（１）監視指導項目（共通） 

(ｱ) 添加物（その製剤を含む。以下同じ。）の製造者及び加工者並びに添加物を使用する食品の製造

者及び加工者による使用添加物の確認の徹底を指導する。 

(ｲ) 添加物を使用して製造又は加工した食品について、添加物の検査を実施する。 

(ｳ) 製造者、加工者及び調理者による異物の混入防止対策の徹底を指導する。 

(ｴ) 食品関係事業者による各段階における原材料及び製品の適正な温度管理の徹底を指導する。 

(ｵ) 加工食品について、期限切れ原材料の使用の有無や科学的･合理的根拠に基づかない消費期限等

の延長の有無について、製品又は加工品に関する記録等をもとに確認する。また、製品の期限設

定の一覧とその根拠が工場等に備え付けてあるか確認する。 

(ｶ) 食品衛生法第19条の規定に基づくアレルギー物質を含む食品に関する表示の徹底のため、製造

者及び加工者による使用原材料の点検及び確認の徹底を指導するほか、製造工程等におけるアレ

ルギー物質の意図しない混入の防止について指導する。 

(ｷ) 遺伝子組換え食品の表示の徹底及び安全性未審査の遺伝子組換え食品の流通防止を図るため、

原材料及び加工食品等の検査を実施する。 

(ｸ) 総合衛生管理製造過程の承認を受けた施設については、マニュアル通りに運用がされているか、

外部検証を行う。 
 

（２）食肉、食鳥肉及び食肉製品 

製 造 及 び 加 工 貯蔵、運搬、調理及び販売 
【食肉処理業、食肉製品製造業】 
(ｱ) 食品の衛生的な取扱い等微生物汚染の防止の

徹底を指導する。 

(ｲ) 原材料受入れ時の検査等による、原材料の安

全性確保を徹底するよう指導する。 

(ｳ) 製造又は加工に係る記録の作成及び保存に努

めるよう指導する。 

(ｴ) 食肉、食鳥肉について、残留抗菌性物質等の

検査を実施する。 

(ｵ) 食肉製品について、成分規格、食品添加物の

検査を実施する。 

(ｶ) 食肉製品について、期限切れ原材料の使用の

有無や科学的･合理的根拠に基づかない消費期

限等の延長の有無を確認する。 

【食肉販売業、飲食店営業、そうざい製造業等】 

(ｱ) 保存温度、衛生的な取扱い等、衛生管理の徹

底を指導する。 

(ｲ) 製造又は調理時に、十分な加熱の徹底を指導

する。 
(ｳ) 生食用食肉について、規格基準、表示基準及び

生食用食肉の衛生基準の遵守の徹底を指導す

る。 

別紙２ 
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(ｷ) 生食用食肉について、規格基準、表示基準及

び生食用食肉の衛生基準の遵守の徹底を指導

する。 
 
（３）乳及び乳製品 

製 造 及 び 加 工 貯蔵、運搬、調理及び販売 
【乳処理業、乳製品製造業】 

(ｱ) 食品の衛生的な取扱い等微生物汚染の防止の

徹底を指導する。 

(ｲ) 原材料受入時の残留抗菌性物質等の検査等に

より、原材料の安全性確保を徹底するよう指導

する。 

(ｳ) 飲用乳について、製品出荷時の自主検査の実

施により、製品の安全確認を徹底するよう指導

する。 
(ｴ) 製造又は加工に係る記録の作成及び保存に努

めるよう指導する。 
(ｵ) 成分規格、残留抗菌性物質の検査を実施する。 
(ｶ) 主に乳製品について、期限切れ原材料の使用

の有無や科学的･合理的根拠に基づかない消費

期限等の延長の有無を確認する。 

【乳類販売業、集団給食施設等】 

 保存温度、衛生的な取扱い等、衛生管理の徹底

を指導する。 

 

 
（４）食鳥卵 

製 造 及 び 加 工 貯蔵、運搬、調理及び販売 
【液卵製造業、卵選別包装業】 

(ｱ) 新鮮な正常卵の受入れの徹底を指導する。 

(ｲ) 洗卵時及び割卵時の微生物汚染等の防止の徹底

を指導する。 

(ｳ) 汚卵、軟卵及び破卵の選別等検卵の徹底を指導

する。 

(ｴ) 製造又は加工に係る記録の作成及び保存に努

めるよう指導する。 

【飲食店営業、菓子製造業、販売業等】 

保存温度、衛生的な取扱い等、衛生管理の徹底

を指導する。 
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（５）水産食品（魚介類及び水産加工品） 

製 造 及 び 加 工 貯蔵、運搬、調理及び販売 
【魚肉ねり製品製造業、魚介類加工業】 

(ｱ) 食品の衛生的な取扱い等微生物汚染の防止の

徹底を指導する。 

(ｲ) 生食用鮮魚介類について、法令の遵守の徹底

を指導する。 

(ｳ) 加熱を要する食品について、温度管理の徹底

を指導する。 

(ｴ) 原料用鮮魚介類等について、残留抗菌性物質、

貝毒、微生物等の検査を実施する。 

(ｵ) 魚肉練り製品について、成分規格、食品添加

物の検査を実施する。 

(ｶ) 製造又は加工に係る記録の作成及び保存に努

めるよう指導する。 

(ｷ) 魚介類加工品等について、期限切れ原材料の

使用の有無や科学的･合理的根拠に基づかない

消費期限等の延長の有無を確認する。 

【魚介類せり売り営業、魚介類販売業、飲食店営

業等】 

(ｱ) 特に生食用鮮魚介類について、保存温度、衛

生的な取扱い等、衛生管理の徹底を指導する。 

(ｲ) 加熱を要する食品の調理に当たっては、十分

に加熱するよう指導する。 

(ｳ) 有毒魚介類等の排除の徹底を指導する。 

(ｴ) 残留抗菌性物質、貝毒、微生物等の検査を実

施する。 

【ふぐ取扱施設】 

(ｱ) 有毒部位の除去等、ふぐの衛生的な処理の徹

底を指導する。 

(ｲ) ふぐ加工製品について、取扱い品の確認、表

示、記録の保管等について指導する。 

 

 
（６）野菜、果実、穀類、豆類、種実類、茶等及びこれらの加工品（有毒植物及びキノコ類を含む。） 

製 造 及 び 加 工 貯蔵、運搬、調理及び販売 
【そう菜製造業、かん詰又はびん詰食品製造業、

つけ物製造業】 

(ｱ) 食品の衛生的な取扱い等微生物汚染の防止の

徹底を指導する。 

(ｲ) 生食用野菜、果実等の衛生管理の徹底を指導

する。 

(ｳ) 原材料受入れ時の残留農薬検査の実施等によ

る原材料の安全性確保の徹底を指導する。 
(ｴ) 製造又は加工に係る記録の作成及び保存に努

めるよう指導する。 
(ｵ) 原料用農産物等について、残留農薬等の検査

を実施する。 

(ｶ) 加工品について、食品添加物等の検査を実施

する。 
(ｷ) 主に加工品について、期限切れ原材料の使用

の有無や科学的･合理的根拠に基づかない消費

期限等の延長の有無を確認する。 

 

【飲食店営業、青果物の販売業等】 

(ｱ) 穀類、豆類等の運搬時のかび毒対策に努める

よう指導する。 

(ｲ) 有毒植物等の排除の徹底を指導する。 
(ｳ) 残留農薬等の検査を実施する。 
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２ 輸入食品に対する監視指導項目 

食品等の輸入者に対する監視指導を実施する際は、以下の項目に重点を置いて監視指導を実施

する。 
(ｱ) 原産国における生産情報（使用農薬、添加物等）の収集を徹底するよう指導する。 

(ｲ) 食品の種類に応じて自主検査の実施等により、安全性確保を徹底するよう指導する。 

(ｳ) 適正な邦文表示の徹底を指導する。 

(ｴ) 食品の種類に応じて、残留農薬、指定外添加物等の検査を実施する。 
 
３ と畜場及び食鳥処理場における監視指導項目 

と畜場及び食鳥処理場における監視の際には、以下の項目に重点を置いて監視指導を実施する。 
(ｱ) 健康な獣畜又は食鳥の搬入の推進を指導する。 

(ｲ) 獣畜の病歴を踏まえたと畜検査を実施する。 

(ｳ) 特定部位(牛の頭部（舌及びほほ肉を除く。）、せき髄及び回腸遠位部)の管理徹底を指導する。 

(ｴ) 枝肉、中抜とたい等の微生物検査による衛生的な処理の検証を実施する。 

(ｵ) 獣畜又は食鳥の動物用医薬品等の投与歴を踏まえた、残留物質検査を実施する。 

(ｶ) 異常鶏等の確実な排除を指導する。 

(ｷ) 認定小規模食鳥処理施設における処理可能羽数の上限について、遵守の徹底を指導する。 

 



平成25年度 立入検査実施予定数

食品衛生法第52条に規定する営業 食品製造業等取締条例に規定する営業

業種 監視件数 業種 監視件数

飲食店営業 32,300 行商 850

喫茶店営業 2,660 つけ物製造業 300

菓子製造業 3,000 製菓材料製造業 60

あん類製造業 20 粉末食品製造業 120

アイスクリーム類製造業 440 そうざい半製品等製造業 80

乳処理業 100 調味料製造業 120

特別牛乳さく取処理業 0 魚介類加工業 1,100

乳製品製造業 220 食料品等販売業 27,000

集乳業 0 液卵製造業 15

乳類販売業 6,100 卵選別包装業 200

食肉処理業 8,100 集団給食 3,000

食肉販売業 9,100 合　　　　　　　　　　　計 32,845

食肉製品製造業 200

魚介類販売業 110,300

魚介類せり売業 3,200

魚肉ねり製品製造業 420

食品の冷凍又は冷蔵業 1,000

食品の放射線照射業 0

清涼飲料水製造業 150

乳酸菌飲料製造業 50

氷雪製造業 170

氷雪販売業 150

食用油脂製造業 30

ﾏー ｶ゙ﾘﾝ又はｼｮーﾄﾆﾝｸ゙製造業 0

みそ製造業 30

しょう油製造業 10

ソース類製造業 30

酒類製造業 55

豆腐製造業 400

納豆製造業 10

めん類製造業 250

そうざい製造業 1,100

かん詰又はびん詰食品製造業 30

添加物製造業 30

合　　　　　　　　　　　計 179,655

※立入検査実施予定数に、特別区、八王子市及び町田市の実施数は含まない。

合　　　　　　　　　　　計
（食品衛生法、食品製造業等取締条例）

監視件数

212,500

別紙　３
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平成25年度 検査実施予定数

検査項目数 合　　計

17,160

2,770

9,720

4,330

8,140

2,310

1,020

250

1,430

4,360

280

18,300

9,530

1,460

3,220

21,000

14,850

0

1,200

121,330

と畜場法に基づく検査数

その他の検査（ふき取り検査等）

(参考）都内流通食品の放射性物質検査予定数

※食品等の検査実施予定数に、特別区、八王子市及び町田市の実施数は含まない。

合計 1,100

検査検体数

150

150

100

200

100

100

野菜・果実及びその加工品

肉・卵類及び
その加工品

                                      項目
　　食品分類

微 生 物 検 査

29,650抗 菌 性 物 質 等

上記以外の理化学検査

魚介類及び
その加工品

微 生 物 検 査

14,780抗 菌 性 物 質 等

上記以外の理化学検査

農産物及び
その加工品

微 生 物 検 査

2,700抗 菌 性 物 質 等

上記以外の理化学検査

乳・乳類等

微 生 物 検 査

32,470
遺伝子組換え食品の検査

残 留 農 薬

上記以外の理化学検査

微 生 物 検 査
4,680

理 化 学 検 査
飲料・氷雪・水

微 生 物 検 査
35,850

理 化 学 検 査
その他の食品

微 生 物 検 査
1,200

理 化 学 検 査

添加物・器具及び容器包
装・おもちゃ

穀類・豆類・いも類・きのこ類及びその加工品

肉類・卵類及びその加工品

水産物及びその加工品

検査名

食　　品　　分　　類

合　　　　　　　　　　計

＊ 抗菌性物質等：抗生物質、合成抗菌剤、駆虫薬等の動物用医薬品

検査名 検査数

と　　　畜　　　検　　　査 　（　頭　数　） 265,410
精 密 検 査 27,970

輸入食品 100

検査項目数

合 計 54,510

微 生 物 検 査 53,030

理 化 学 検 査 1,480

一
般
食
品

150

50

乳製品

その他の加工品（複合食品等）

牛乳類・乳児用食品

飲料水
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